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(57)【要約】
【課題】繊維表面のほぼ全面にカーボンナノチューブが
均一かつ強固に付着し、導電性及び柔軟性を有する導電
性繊維を提供する。
【解決手段】合成繊維と、この合成繊維の表面を被覆し
、かつカーボンナノチューブを含む導電層とで構成され
た導電性繊維において、前記合成繊維の全表面に対して
６０％以上（特に９０％以上）を前記導電層で被覆する
。この導電性繊維の電気抵抗値は１×１０-2～１×１０
10Ω／ｃｍの範囲にあり、その抵抗値の対数の標準偏差
が１．０未満である。前記導電層の厚みは０．１～５μ
ｍの範囲にあり、カーボンナノチューブの割合は、合成
繊維１００質量部に対して０．１～５０質量部であって
もよい。この導電性繊維はバインダーを含んでいてもよ
い。この導電性繊維は、合成繊維に振動を与えながら、
分散液中に合成繊維を浸漬して、導電層を合成繊維の表
面に付着させてもよい。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　繊維と、この合成繊維の表面を被覆し、かつカーボンナノチューブを含む導電層とで構
成された導電性繊維であって、前記合成繊維の全表面に対する前記導電層の被覆率が６０
％以上である導電性繊維。
【請求項２】
　合成繊維の全表面に対する導電層の被覆率が９０％以上である請求項１に記載の導電性
繊維。
【請求項３】
　導電層の厚みが０．１～５μｍの範囲にある請求項１または２に記載の導電性繊維。
【請求項４】
　合成繊維を含む糸の平均太さが１０～１０００ｄｔｅｘである請求項１～３のいずれか
に記載の導電性繊維。
【請求項５】
　２０℃における電気抵抗値が１×１０-2～１×１０10Ω／ｃｍの範囲にある請求項１～
４のいずれかに記載の導電性繊維。
【請求項６】
　電気抵抗値の対数値の標準偏差が１．０未満である請求項１～５のいずれかに記載の導
電性繊維。
【請求項７】
　５ｃｍの間隔で繊維に電極を取り付け、２０℃において直流又は交流の１２Ｖの印加電
圧をかけたとき、電極間における繊維の温度が６０秒間で２℃以上上昇する請求項１～６
のいずれかに記載の導電性繊維。
【請求項８】
　カーボンナノチューブの割合が、合成繊維１００質量部に対して、０．１～５０質量部
である請求項１～７のいずれかに記載の導電性繊維。
【請求項９】
　導電層が、さらにバインダーを含む請求項１～８のいずれかに記載の導電性繊維。
【請求項１０】
　合成繊維が、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリオレフィン系樹脂及びアク
リル系樹脂からなる群から選択された少なくとも一種で構成されている請求項１～９のい
ずれかに記載の導電性繊維。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれかに記載の導電性繊維を含む導電性糸。
【請求項１２】
　マルチフィラメント又は紡績糸である請求項１１記載の導電性糸。
【請求項１３】
　請求項１～１０のいずれかに記載の導電性繊維及び／又は請求項１１又は１２記載の導
電性糸を用いて形成された導電性繊維構造体。
【請求項１４】
　２０℃における表面漏洩電気抵抗値が１×１０-2～１×１０10Ω／ｃｍの範囲にあり、
かつＪＩＳ　Ｌ　０２１７の１０３号に準拠した洗濯を２０回実施後の表面漏洩電気抵抗
値が洗濯前の表面漏洩電気抵抗値に対して１～１００００倍である請求項１３に記載の導
電性繊維構造体。
【請求項１５】
　５ｃｍの間隔で繊維に電極を取り付け、２０℃において直流又は交流の１２Ｖの印加電
圧をかけたとき、電極間における繊維の温度が６０秒間で２℃以上上昇する請求項１３又
は１４に記載の導電性繊維構造体。
【請求項１６】
　カーボンナノチューブを含む分散液を用いて、合成繊維の表面にカーボンナノチューブ
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を含む導電層を付着させる工程及び導電層が表面に付着した合成繊維を乾燥する工程を含
む請求項１記載の導電性繊維の製造方法。
【請求項１７】
　合成繊維に振動を与えながら、分散液中に合成繊維を浸漬して、導電層を合成繊維の表
面に付着させる請求項１６に記載の導電性繊維の製造方法。
【請求項１８】
　２０Ｈｚ以上の振動を付与する請求項１７に記載の導電性繊維の製造方法。
【請求項１９】
　分散液が界面活性剤を含む請求項１６～１８のいずれかに記載の導電性繊維の製造方法
。
【請求項２０】
　界面活性剤が両性イオン界面活性剤である請求項１９に記載の導電性繊維の製造方法。
【請求項２１】
　分散液がバインダーを含む請求項１６～２０のいずれかに記載の導電性繊維の製造方法
。
【請求項２２】
　界面活性剤の割合が、カーボンナノチューブ１００質量部に対して０．１～５０質量部
である請求項１９～２１のいずれかに記載の導電性繊維の製造方法。
【請求項２３】
　請求項１６～２１のいずれかに記載の導電性繊維の製造方法によって得られる導電性繊
維を含む導電性糸。
【請求項２４】
　請求項１６～２３のいずれかに記載の導電性繊維の製造方法によって得られる導電性繊
維及び／又は導電性糸を用いて形成された導電性繊維構造体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、カーボンナノチューブが付着した導電性繊維、この導電性繊維を含む導電性
糸及び繊維構造体（布帛）並びにそれらの製造方法に関する。より詳細には、本発明は、
ナノ（ｎｍ）サイズの微細なカーボンナノチューブが繊維表面に均一かつ強固に付着した
導電性繊維、導電性糸、導電性繊維構造体、並びにそれらの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリエステル繊維、ポリアミド繊維、ポリオレフィン繊維、アクリル繊維などの合成繊
維は、機械的特性、耐薬品性、耐候性、取り扱い性などに優れることから、衣料、寝装品
、インテリア繊維製品、産業資材、医療用資材などをはじめとして多くの用途で汎用され
ている。
【０００３】
　しかし、合成繊維を用いた製品は、摩擦などによって静電気を発生し易い。静電気が発
生すると、塵埃を吸引して美観が低下したり、放電による衝撃や不快感を人体に与えるだ
けでなく、帯電電荷の放電時のスパークによる電子機器への障害、引火性物質への引火爆
発などを引き起こすことがある。
【０００４】
　静電気の発生や帯電に伴う前記問題を解決するために、合成繊維や合成繊維製布帛に導
電性を付与するための技術が従来から多く提案されている。代表的な従来技術としては、
特開平１１－３５０２９６号公報（特許文献１）や特開２００３－７３９１５号公報（特
許文献２）において、導電性カーボンなどの導電性粒子を重合体中に添加し、それを用い
て溶融紡糸などによって導電性粒子を練り込んだ合成繊維を製造し、当該合成繊維を用い
て布帛などを製造する方法が開示されている。また、特開２００３－８９９６９号公報（
特許文献３）や特表２００５－５３９２５０号公報（特許文献４）には、合成繊維や合成
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繊維製布帛などの表面にカーボンブラックなどの導電性粒子をバインダーで付着させた布
帛なども開示されている。
【０００５】
　しかし、導電性カーボンなどの導電性粒子を重合体中に添加した合成繊維は、導電性粒
子が繊維表面の全体に均一に露出しておらず、繊維表面の一部で導電性粒子が露出してい
るに過ぎないため、導電性が十分ではなく、しかもこの合成繊維を用いて製造した布帛で
は導電性能にバラツキが生じ易い。
【０００６】
　また、カーボンブラックなどの導電性粒子をバインダーによって表面に付着させた合成
繊維では、通常ミクロン（μｍ）オーダーのサイズを有する導電性粒子を合成繊維表面に
付着させる必要があるため、合成繊維（モノフィラメント）の太さを２０デシテックス以
上の太繊度にしなければならず、それに伴って合成繊維の柔軟性の低下、製編織などの加
工性の低下、風合の低下などが生じ易い。さらに、繊維表面に付着させた導電性粒子が摩
擦や洗濯などによって脱落し易く、導電性能の耐久性に劣っている。
【０００７】
　さらに、合成繊維を用いて製造した布帛にカーボンブラックや金属粒子などの導電性粒
子をバインダーなどによって付着させたものは、柔軟性が低く、布帛表面からの導電性粒
子の脱落が生じ易い。
【０００８】
　また、近年、放送、移動体通信、レーダー、携帯電話、無線ＬＡＮ、パーソナルコンピ
ューターなどにおいて電磁波が広く用いられるようになっており、それに伴って生活空間
に電磁波や磁気が散乱し、ヒトにおける電磁波・磁気障害、電子機器の誤作動などが問題
になっている。かかる点から、導電性金属粒子を含有または付着させて導電性にすること
によって電磁波遮蔽能を付与した合成繊維や合成繊維製布帛が提案されている。このよう
な電磁波遮蔽能を有する布帛は、衣類、壁面被覆材料、機器用カバー、間仕切りなどに用
いて、人体や電子機器などを電磁波障害から保護することを目的としている。
【０００９】
　しかし、導電性金属粒子を含有または付着させた従来の電磁波遮蔽性の合成繊維や布帛
は、付着させた金属粒子・切片の脱落による性能低下や発塵の問題があり、未だ十分に満
足のゆくものではない。
【００１０】
　一方、カーボンナノチューブは、１９９１年に日本で発見されて以来、その優れた機械
的特性、導電性能、帯電防止性能、電磁波・磁気遮蔽性能、熱安定性などの特性を活かす
べく、様々な用途や製品への利用が試みられている。しかし、カーボンナノチューブは、
カーボンナノチューブ間のファンデルワールス力によって凝集が生じ易く、それに伴って
複数本のカーボンナノチューブが集合した“バンドル構造”（結束構造）を形成してしま
うため、カーボンナノチューブ本来のｎｍオーダーのサイズメリットや、上記した優れた
機械的特性、電気伝導率、熱安定性などを十分に活かせないでいるのが実状である。
【００１１】
　このようなカーボンナノチューブを繊維に付着させる方法としては、例えば、特開２０
０５－２６４４００号公報（特許文献５）には、カーボンナノチューブ及びこのカーボン
チューブに対して質量比で５～２０倍の界面活性剤を含むスラリ状処理液に天然繊維を浸
漬させて天然繊維の表面にカーボンナノチューブを被覆させる方法が開示されている。こ
の文献には、界面活性剤としては、アニオン系、ノニオン系、カチオン系が例示され、ア
ニオン系、カチオン系が好ましいと記載されている。しかし、この方法で得られた繊維は
、カーボンナノチューブが均一に繊維表面に被覆されていないため、導電性が充分でなく
、繊維とカーボンナノチューブとの密着力も低く、カーボンナノチューブが脱落し易い。
【００１２】
　さらに、特開２００６－２１３８３９号公報（特許文献６）には、表面に導電性剤が付
着した繊維束を全重量を基準として６０～９７％含有する導電性樹脂成形体が開示されて
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いる。この文献には、芳香族ポリアミド繊維束の表面に、カーボンブラック、黒鉛、カー
ボンナノチューブなどの導電性剤を接着剤で付着させる方法が記載されている。しかし、
この成形体でも、カーボンナノチューブが均一に繊維表面に被覆されていないため、導電
性が充分でなく、繊維の機械的特性も低下する。
【００１３】
　一方、カーボンナノチューブを均一に分散させる方法として、特開２００７－３９６２
３号公報（特許文献７）には、カーボンナノチューブの凝集体に両性分子を付着させるこ
とにより、前記凝集体を分散させたカーボンナノチューブ分散ペーストの製造方法が提案
されている。この文献には、このペーストにカラギーナンやＤＮＡなどの極性高分子の溶
液に溶解して得られる分散液が記載されている。なお、この文献には、カーボンナノチュ
ーブを含有するアルギン酸繊維が乳酸・グリコール酸共重合体で覆われたカーボンナノチ
ューブ含有繊維が記載されているが、表面がカーボンナノチューブで被覆された合成繊維
及びその製造方法は記載されていない。
【特許文献１】特開平１１－３５０２９６号公報
【特許文献２】特開２００３－７３９１５号公報
【特許文献３】特開２００３－８９９６９号公報
【特許文献４】特表２００５－５３９１５０号公報
【特許文献５】特開２００５－２６４４００号公報
【特許文献６】特開２００６－２１３８３９号公報
【特許文献７】特開２００７－３９６２３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明の目的は、繊維表面のほぼ全面にカーボンナノチューブが均一かつ強固に付着さ
れ、かつ導電性及び柔軟性を有する導電性繊維、この導電性繊維を含む導電性糸及び繊維
構造体並びにそれらの製造方法を提供することである。
【００１５】
　本発明の他の目的は、繊維からの導電性粒子の脱落が抑制され、導電性能を長期にわた
って維持でき、しかも柔軟性、加工性、風合、触感、軽量性などにも優れる導電性繊維、
この導電性繊維を含む導電性糸及び繊維構造体並びにそれらの製造方法を提供することで
ある。
【００１６】
　本発明のさらに他の目的は、導電性及び柔軟性を備える導電性繊維、導電性糸及び繊維
構造体を、簡単に、かつ円滑に製造する方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明者らは前記課題を達成するために鋭意検討を重ねた結果、カーボンナノチューブ
を含む特定の分散液中に合成繊維を浸漬した後、乾燥することにより、合成繊維の表面に
カーボンナノチューブを含む導電層を繊維表面の６０％以上にわたり均一かつ強固に付着
できることを見出した。さらに、カーボンナノチューブを分散させた分散液を用いて、合
成繊維、繊維構造体にカーボンナノチューブ分散液を含浸処理する際に、この合成繊維ま
たは繊維構造体に一定振動数以上の微振動を与えることで、さらに分散液がマルチフィラ
メントの束や紡績糸の内部にまで浸透し、繊維の単糸１本１本の表面すべてにわたってカ
ーボンナノチューブを付着させることができ、バインダーを用いる場合には、均一な導電
層を形成することを見出した。
【００１８】
　また、本発明者らは、繊維表面にサイズが極めて小さく且つ導電性に優れたカーボンナ
ノチューブが少量付着されているため、繊維または繊維構造体にカーボンナノチューブを
付着させた場合の質量変化量を極力抑えることができるとともに、繊維径の小さな合成繊
維を用いることができ、従来技術に比べて、柔軟性、風合、加工性などに優れ、導電性能
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、導電発熱性能、帯電防止性、電磁波・磁気遮蔽性、熱伝導性を有する繊維や繊維構造体
が得られることを見出した。
【００１９】
　さらに、本発明者らは、合成繊維又は繊維構造体における繊維表面にカーボンナノチュ
ーブを付着させるに当たって、カーボンナノチューブを含む水性分散液として、界面活性
剤、特に両性イオン界面活性剤の存在下、カーボンナノチューブが凝集せずに微細な粒径
で良好に分散している分散液を用い、繊維表面にカーボンナノチューブを斑なく付着させ
得ることを見出し、合わせて、前記水性水分散液にバインダーを含ませることにより、よ
り強固に繊維表面にカーボンナノチューブを付着できることを見出し、それらの種々の知
見に基づいて本発明を完成した。
【００２０】
　すなわち、本発明の導電性繊維は、合成繊維と、この合成繊維の表面を被覆し、かつカ
ーボンナノチューブを含む導電層とで構成された導電性繊維であって、前記合成繊維の全
表面に対する前記導電層の被覆率が６０％以上（特に９０％以上）である。この導電層に
おいて、前記カーボンナノチューブは繊維表面でネットワークを形成し、均一かつ強固に
繊維表面に付着している。前記導電層の厚みは、繊維表面において均一であり、０．１～
５μｍの範囲にあってもよい。前記合成繊維を含む糸の平均太さは１０～１０００ｄｔｅ
ｘ程度である。本発明の導電性繊維は、２０℃における電気抵抗値は、用途に応じて、例
えば、１×１０-2～１×１０10Ω／ｃｍの範囲から選択でき、その電気抵抗値の対数値の
標準偏差は１．０未満の均一な繊維であってもよい。特に、１×１０-2～１×１０4Ω／
ｃｍの範囲の繊維は、電磁波及び磁気遮蔽性に優れる。本発明の導電性繊維は、５ｃｍの
間隔で電極を取り付け、直流又は交流の１２Ｖの印加電圧をかけたとき、電極間における
繊維の温度が６０秒間で２℃以上上昇する繊維であってもよい。カーボンナノチューブの
割合は、合成繊維１００質量部に対して０．１～５０質量部程度である。前記導電層は、
さらにバインダーを含んでいてもよい。前記合成繊維は、ポリエステル系樹脂、ポリアミ
ド系樹脂、ポリオレフィン系樹脂及びアクリル系樹脂からなる群から選択された少なくと
も一種で構成されていてもよい。
【００２１】
　本発明には、前記導電性繊維を含む導電性糸（例えば、単糸、双糸、マルチフィラメン
ト、複合撚糸など）も含まれる。本発明の導電性糸は、双紙、マルチフィラメント、紡績
糸であってもよい。また、本発明には、前記導電性繊維及び／又は前記導電性糸を含む導
電性繊維構造体も含まれる。この導電性繊維構造体において、２０℃における表面漏洩電
気抵抗値は、用途に応じて、例えば、１×１０-2～１×１０10Ω／ｃｍの範囲から選択で
き、ＪＩＳ　Ｌ　０２１７の１０３号に準拠した洗濯を２０回実施後の表面漏洩電気抵抗
値が洗濯前の表面漏洩電気抵抗値に対して１～１００００倍程度であってもよい。特に、
１×１０-2～１×１０4Ω／ｃｍの範囲の繊維は、電磁波及び磁気遮蔽性に優れ、５ｃｍ
の間隔で繊維構造体に電極を取り付け、２０℃において直流又は交流の１２Ｖの印加電圧
をかけたとき、電極間における繊維構造体の温度が６０秒間で２℃以上上昇してもよい。
【００２２】
　本発明には、カーボンナノチューブを含む分散液を用いて、合成繊維の表面にカーボン
ナノチューブを含む導電層を付着させる工程及び導電層が表面に付着した合成繊維を乾燥
する工程を含む前記導電性繊維の製造方法も含まれる。前記乾燥工程において、乾燥処理
は加熱してもよい。この方法において、合成繊維に振動（例えば、２０Ｈｚ以上の振動）
を与えながら分散液中に合成繊維を浸漬して、導電層を合成繊維の表面に付着してもよい
。前記分散液は界面活性剤（特に両性界面活性剤）を含んでいてもよい。界面活性剤の割
合は、カーボンナノチューブ１００質量部に対して０．１～５０質量部程度である。前記
分散液はバインダーを含んでいてもよい。
【００２３】
　本発明には、前記導電性繊維の製造方法によって得られる導電性繊維を含む導電性糸も
含まれる。本発明には、前記導電性繊維の製造方法によって得られる導電性繊維及び／又
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は導電性糸を用いて形成された導電性繊維構造体も含まれる。
【００２４】
　なお、本願明細書では、「合成繊維」は、合成繊維を含む合成繊維製糸（単糸、複合糸
など）をも包含する意味で用いることもある。さらに、「繊維構造体」は、織布や不織布
などの布帛に加えて、これらの布帛を含む成形体、三次元状の繊維状成形体も含む意味で
用いる。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明の導電性繊維（導電性糸及び導電性繊維構造体を構成する合成繊維も含む。以下
同様）では、繊維表面のほぼ全面に、カーボンナノチューブが斑なく（均一に）且つ強固
に付着している。そのため、優れた導電性を有するとともに、繊維表面にサイズの極めて
小さく且つ導電性に優れたカーボンナノチューブを少量付着させるために、繊維にカーボ
ンナノチューブを付着させた場合の質量変化量を極力抑えることができ、さらに、繊維径
の小さな合成繊維を用いることができるために、従来技術に比べて、柔軟性、風合、加工
性、取り扱い性などに優れる合成繊維を得ることができる。特に、本発明の導電性繊維は
、極めて優れた導電性能、導電発熱性能、帯電防止性能、電磁波・磁気遮蔽性能、熱伝導
性などを有し、しかも洗濯や摩擦などによってカーボンナノチューブが繊維表面から脱落
し難いので、各性能の耐久性に優れている。
【００２６】
　さらに、分散液で処理する際、合成繊維又は繊維構造体に微振動（例えば、２０～２０
００Ｈｚ程度）を与えることで、繊維に対してカーボンナノチューブを均一に付着できる
。特に、繊維がマルチフィラメントや紡績糸（特にマルチフィラメント）の場合、分散液
がマルチフィラメントの束や紡績糸の内部にまで浸透し、繊維の内部（特にマルチフィラ
メントの単糸１本１本の全表面）に亘りカーボンナノチューブを付着でき、均一な導電層
により繊維の長さ方向に安定した電気抵抗値が得られる。このような振動を付与する処理
に加えて、さらにバインダーを用いると、より強固な導電層を形成できる。
【００２７】
　さらに、本発明において、カーボンナノチューブの分散液として、界面活性剤、特に両
性イオン界面活性剤の存在下に、カーボンナノチューブを水中に分散させる処理を行って
得られた水性分散液を用いた場合には、この水性分散液中にカーボンナノチューブが凝集
せずにより微細なサイズで良好に分散することにより、繊維表面にカーボンナノチューブ
をより均一に付着でき、繊維の長さ方向に安定した電気抵抗値を持つ繊維が得られる。
【００２８】
　特に、繊維表面にカーボンナノチューブが均一に薄層状にネットワークを形成し、強固
に付着した本発明の導電性繊維は、前記特性を活かして、帯電防止性能や電磁波・磁気遮
蔽性能を有する作業着やユニフォームなどの衣類用途、カーテンなどのインテリア用途、
除電バグフィルター、電磁波遮蔽性の産業資材、放熱体、また低電圧で効率よく発熱する
面状発熱体などの種々の用途に有効に利用できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　以下に本発明について詳細に説明する。
【００３０】
　［導電性繊維］
　本発明は、合成繊維の表面にカーボンナノチューブを含む導電層が被覆（付着）された
導電性繊維、この導電性繊維を含む導電性糸、前記導電性繊維及び／又は導電性糸を含む
繊維構造体（繊維集合体）を包含する。
【００３１】
　本発明における合成繊維は、繊維形成性の合成樹脂又は合成高分子材料（合成有機重合
体）を用いて形成した繊維であり、本発明の合成繊維は、１種類の合成有機重合体（以下
単に「重合体」ということがある）から形成されていてもよいし、２種類以上の重合体か
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ら形成されていてもよい。合成樹脂としては、特に限定されないが、例えば、ポリエステ
ル系樹脂［芳香族ポリエステル系樹脂（ポリエチレンテレフタレート、ポリトリメチレン
テレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリヘキサメチレンテレフタレートなど
のポリアルキレンアリレート系樹脂、ポリアリレートなどの全芳香族ポリエステル系樹脂
、液晶ポリエステル系樹脂など）、脂肪族ポリエステル（ポリ乳酸、ポリエチレンサクシ
ネート、ポリブチレンサクシネート、ポリブチレンサクシネートアジペート、ヒドロキシ
ブチレート－ヒドロキシバリレート共重合体、ポリカプロラクトンなどの脂肪族ポリエス
テル及びその共重合体）など］、ポリアミド系樹脂（ポリアミド６、ポリアミド６６、ポ
リアミド６１０、ポリアミド１０、ポリアミド１２、ポリアミド６１２などの脂肪族ポリ
アミド及びその共重合体、脂環式ポリアミド、芳香族ポリアミドなど）、ポリオレフィン
系樹脂（例えば、ポリプロピレン、ポリエチレン、エチレン－プロピレン共重合体、ポリ
ブテン、ポリメチルペンテンなどのポリオレフィン及びその共重合体など）、アクリル系
重合体（アクリロニトリル－塩化ビニル共重合体などのアクリロニトリル単位を有するア
クリロニトリル系樹脂など）、ポリウレタン系樹脂（ポリエステル型、ポリエーテル型、
ポリカーボネート型ポリウレタン系樹脂など）、ポリビニルアルコール系重合体（例えば
、ポリビニルアルコール、エチレン－ビニルアルコール共重合体など）、ポリ塩化ビニリ
デン系樹脂（例えば、ポリ塩化ビニリデン、塩化ビニリデン－塩化ビニル共重合体、塩化
ビニリデン－酢酸ビニル共重合体など）、ポリ塩化ビニル系樹脂（例えば、ポリ塩化ビニ
ル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、塩化ビニル－アクリロニトリル共重合体など）な
どを挙げることができる。これらの合成樹脂は、単独で又は二種以上組み合わせて使用で
きる。
【００３２】
　合成繊維が２種以上の重合体を用いて形成した合成繊維である場合は、２種以上の重合
体の混合物（アロイ樹脂）を用いて形成した混合紡糸繊維であってもよいし、または２種
以上の重合体が複数の相分離構造を形成した複合紡糸繊維であってもよい。複合紡糸繊維
には、例えば、海島構造、芯鞘構造、サイドバイサイド型貼合せ構造、海島構造と芯鞘構
造とが組み合わさった構造、サイドバイサイド型貼合せ構造と海島構造が組み合わさった
構造などが挙げられる。
【００３３】
　これらの合成繊維のうち、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリオレフィン系
樹脂、アクリル系重合体などで構成された繊維が、カーボンナノチューブの付着性が良好
であり、しかも耐久性が良好である点から好ましい。なかでも、汎用性及び熱的特性の点
から、ポリエステル系樹脂（特に、ポリエチレンテレフタレートやポリブチレンテレフタ
レートなどのポリＣ2-4アルキレンテレフタレート系樹脂）、ポリアミド系樹脂（特に、
ポリアミド６、ポリアミド６６などの脂肪族ポリアミド系樹脂）、ポリオレフィン系樹脂
（特に、ポリプロピレンなどのポリプロピレン系樹脂）で構成された繊維が好ましく、特
にポリエステル系繊維が熱安定性および寸法安定性が良好である点からより好ましい。ま
た、目的によっては高強力・高弾性を有する液晶系繊維（液晶ポリエステル系繊維など）
なども好適に用いることができる。
【００３４】
　合成繊維は、長繊維（フィラメント）であってもよく、短繊維であってもよい。長繊維
（フィラメント）であると、作業着やユニフォームなどの衣料用途、カーテンやカーペッ
トなどのインテリア用途、除電バグフィルターや電磁波遮蔽材などとして用いられる布帛
に有効である。
【００３５】
　合成繊維の横断面形状は特に制限されず、丸形断面を有する通常の合成繊維であっても
よく、丸形断面以外の異形断面を有する合成繊維であってもよい。異形断面繊維である場
合は、その横断面形状は、例えば、方形、多角形、三角形、中空形、偏平形、多葉形、ド
ッグボーン型、Ｔ字形、Ｖ字形などのいずれであってもよい。これらの形状のうち、カー
ボンナノチューブを均一に形成し易い点などから、丸型断面形状が汎用される。
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【００３６】
　また、合成繊維を含む糸の太さ（平均繊度）は特に制限されないが、例えば、１０～１
０００ｄｔｅｘの範囲で、目標とする繊維構造体の目付け、柔軟性・剛直性によって使い
分けることができる。例えば、目付けの低い衣料用帯電防止性布帛に用いる場合には、布
帛中に少量を組み込む際の設計の容易さや、少量の合成繊維をより均一に繊維構造体中に
分散させることによる目的性能の発現とコストパフォーマンスの点から、１０～５０ｄｔ
ｅｘ程度の細い繊度が好ましい。一方、カーペットや帆布用途には、繊維自体の耐久性の
観点から、１００ｄｔｅｘ以上（例えば、１００～１０００ｄｔｅｘ程度）の太い繊度が
好ましい。
【００３７】
　本発明の導電性繊維は、合成繊維単独で形成された糸条であってもよく、非合成繊維（
天然繊維、再生繊維および半合成繊維からなる群から選択された少なくとも一種）と組み
合わせた複合糸であってもよい。さらに、合成繊維単独で形成された糸条は、モノフィラ
メント糸、双糸、マルチフィラメント糸、加工したマルチフィラメント糸、紡績糸、テー
プヤーン、およびそれらの組み合わせなどのいずれであってもよい。複合糸［例えば、合
成繊維と、天然繊維（綿、麻、ウール、絹など）、再生繊維（レーヨン、キュプラなど）
および半合成繊維（アセテート繊維など）からなる群から選択された少なくとも一種とを
混紡して形成した紡績糸など］である場合は、複合糸の表面への導電層（カーボンナノチ
ューブ）の付着が良好に行われるように、複合糸の質量に対する合成繊維の含有割合が、
例えば、０．１質量％以上、好ましくは１０質量％以上、特に３０質量％以上（例えば、
５０～９９質量％）が好ましく、また複合糸の表面の０．１％以上、好ましくは１０％以
上、特に３０％以上（例えば、５０～１００％）が合成繊維によって占められていること
が好ましい。
【００３８】
　また、複合糸の太さ（平均繊度）は、カーボンナノチューブを付着した糸の取り扱い性
（製編織性、他種繊維との交撚、カバリングなど）や、これを用いて作成する繊維構造体
の目付け、柔軟性・剛直性によって設定することができる。
【００３９】
　本発明の導電性繊維において、合成繊維の表面の一部（局所）だけではなく、合成繊維
の全表面の５０％以上（例えば、５０～１００％）、好ましくは９０％以上（例えば、９
０～１００％）、さらに好ましくは全体（１００％）をカバーする被覆率（カバー率）で
、導電層（カーボンナノチューブ）が繊維表面に付着していることが好ましく、それによ
って導電性能、導電発熱性能、帯電防止性能、電磁波・磁気遮蔽性能、熱伝導性能などが
優れたものになる。
【００４０】
　また、複合糸では、糸の表面に位置する合成繊維の表面の６０％以上（例えば、６０～
１００％）、好ましくは９０％以上（例えば、９０～１００％）、好ましくは全体（１０
０％）をカバーする被覆率で導電層（カーボンナノチューブ）が付着していることが、導
電性能、導電発熱性能、帯電防止性能、電磁波・磁気遮蔽性能、熱伝導性能などが優れる
点から好ましい。
【００４１】
　合成繊維や複合糸が、モノフィラメント糸ではなく、マルチフィラメント糸や紡績糸で
ある場合は、糸の内側に位置する繊維表面（糸表面に露出していない繊維表面）には、導
電層（特にカーボンナノチューブ）は付着していなくてもよいが、糸の表面に位置する繊
維の表面だけでなく、糸の内部に位置する繊維の表面にも導電層（特にカーボンナノチュ
ーブ）が付着していると、合成繊維及び複合糸の導電性能、導電発熱性能、帯電防止性能
、電磁波・磁気遮蔽性能、熱伝導性能などが一層良好になる。
【００４２】
　紡績糸やマルチフィラメントなどの内部にカーボンナノチューブを付着させるためには
、後述する微振動を利用したカーボンナノチューブの付着処理を行うのが好ましい。本発
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明では、前記繊維の中でも、このような付着処理における効果が顕著に表れる点から、双
糸、マルチフィラメント、紡績糸、特に、マルチフィラメントが好ましく利用できる。微
振動を利用した前記処理が有効に作用する点から、マルチフィラメントの場合、その単繊
維繊度は、例えば、０．１～５０ｄｔｅｘ、好ましくは０．３～３０ｄｔｅｘ、さらに好
ましくは０．５～２０ｄｔｅｘ程度である。また、マルチフィラメントのトータル繊度は
、例えば、１０～１０００ｄｔｅｘ、好ましくは１５～８００ｄｔｅｘ程度である。さら
に、マルチフィラメントの本数は、例えば、２～３００本、好ましくは５～２００本、さ
らに好ましくは１０～１００本程度である。さらに、撚糸の場合には、撚数は、例えば、
２００～５０００Ｔ／ｍ、好ましくは１０００～４０００Ｔ／ｍ程度である。
【００４３】
　導電層の割合は、合成繊維（又は複合糸）１００質量部に対して０．１～１００質量部
、程度である。なかでも、合成繊維に導電性を付与するためには、カーボンナノチューブ
の割合が重要であり、カーボンナノチューブの付着量（割合）は、合成繊維（複合糸）の
種類、用途、カーボンナノチューブの種類、カーボンナノチューブ分散液の濃度などに応
じて調整し得るが、一般的には、合成繊維（複合糸）１００質量部に対して、例えば、０
．１～５０質量部、好ましくは０．５～２５質量部、さらに好ましくは１～２０質量部（
特に１～１５質量部）程度である。このような割合でカーボンナノチューブが付着された
導電性繊維は、合成繊維および複合糸からのカーボンナノチューブの脱落防止、導電性能
、導電発熱性能、帯電防止性能、電磁波・磁気遮蔽性能、熱伝導性能などの点から好まし
い。
【００４４】
　なお、カーボンナノチューブの付着量（割合）は、界面活性剤の付着量を含まず、カー
ボンナノチューブがバインダーを用いて合成繊維（複合糸）の表面に付着している場合も
バインダーの付着量を含まないカーボンナノチューブ自体の付着量をいう。
【００４５】
　さらに、本発明の導電性繊維は、合成繊維の表面において均一な厚みで導電層が付着さ
れており、例えば、導電層の厚みは、略全表面において、例えば、０．１～５μｍ、好ま
しくは０．２～４μｍ、さらに好ましくは０．３～３μｍの範囲にある。このような均一
な導電層を有する本発明の導電性繊維は、カーボンナノチューブの脱落防止、また均一な
導電性能、導電発熱性能、帯電防止性能、電磁波・磁気遮蔽性能、熱伝導性能とする点か
ら好ましい。このように厚みを制御するためには、後述するように、分散液で処理する際
、合成繊維に微振動を与えることで、マルチフィラメントであっても、分散液がマルチフ
ィラメントの束の内部にまで浸透し、繊維の単糸１本１本の表面すべてにわたって均一な
樹脂層を形成できる。
【００４６】
　合成繊維または合成繊維製糸の表面にカーボンナノチューブを前記した量及び厚みの範
囲内で調整し、付着させることによって、目的に沿った導電性を付与できる。導電性繊維
及び導電性糸の２０℃における電気抵抗値は、用途に応じて、１×１０-2～１×１０10Ω
／ｃｍの範囲から選択できる。例えば、１×１０-2～１×１０4Ω／ｃｍ程度の繊維（又
は糸）は、導電性能、導電発熱性能、電磁波・磁気遮蔽性能に優れる導電性繊維又は導電
性糸として利用できる。また、１×１０5～１×１０9Ω／ｃｍ（例えば、１×１０6～１
×１０8Ω／ｃｍ）程度の繊維は、帯電防止性能を要求される用途（帯電防止性布帛など
）に利用できる。さらに、１×１０9～１×１０10Ω／ｃｍ程度の繊維は、複写機のクリ
ーニングブラシなどに利用できる。また、その抵抗値の対数の標準偏差（例えば、長さ方
向における１０箇所以上での測定値の偏差）は、１．０未満を示し、ばらつきの少ない繊
維方向に安定した導電性能を付与できる。
【００４７】
　さらに、本発明の導電性繊維は、合成繊維の表面に導電層が強固に付着しているため、
耐久性も高い。ＪＩＳ　Ｌ　０２１７の１０３号に準拠した洗濯２０回実施後の電気抵抗
値は、洗濯前の電気抵抗値に対して、例えば、１～１００００倍（例えば、１～１０００
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倍）、好ましくは１～１００倍、さらに好ましくは１～１０倍程度である。
【００４８】
　さらに、１×１０-2～１×１０4Ω／ｃｍの導電性繊維は、導電発熱性能にも優れるた
め、５ｃｍの間隔で繊維に電極を取り付け、２０℃において直流又は交流の１２Ｖの印加
電圧をかけたとき、電極間における繊維の６０秒間での上昇温度が、２℃以上（例えば、
２～１００℃、好ましくは５～８０℃、さらに好ましくは１０～５０℃程度）である。温
度上昇の程度はカーボンナノチューブの付着量によって調整することができ、目的によっ
てその到達温度を設定することができる。
【００４９】
　カーボンナノチューブは、特徴的な構造として、炭素の六員環配列構造を有する１枚の
シート状グラファイト（グラフェンシート）が円筒状に巻かれた直径数ｎｍ程度のチュー
ブ状構造を有する。このグラフェンシートにおける炭素の六員環配列構造には、アームチ
ェア型構造、ジグザグ型構造、カイラル（らせん）型構造などが含まれる。前記グラフェ
ンシートは、炭素の六員環に五員環または七員環が組み合わさった構造を有する１枚のシ
ート状グラファイトであってもよい。カーボンナノチューブとしては、１枚のシート状グ
ラファイトで構成された単層カーボンナノチューブの他、前記筒状のシートが軸直角方向
に複数積層した多層カーボンナノチューブ（カーボンナノチューブの内部にさらに径の小
さいカーボンナノチューブを１個以上内包する多層カーボンナノチューブ）、単層カーボ
ンナノチューブの端部が円錐状で閉じた形状のカーボンナノコーン、内部にフラーレンを
内包するカーボンナノチューブなどが知られている。これらのカーボンナノチューブは、
単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００５０】
　これらのカーボンナノチューブのうち、カーボンナノチューブ自体の強度の向上の点か
ら、多層カーボンナノチューブが好ましい。さらに、導電性の点から、グラフェンシート
の配列構造は、アームチェア型構造が好ましい。
【００５１】
　本発明で用いるカーボンナノチューブの製造方法は特に制限されず、従来から知られて
いる方法によって製造できる。
【００５２】
　具体的には、化学的気相成長法において、触媒［鉄、コバルト、モリブデンなどの遷移
金属またはフェロセン、前記金属の酢酸塩などの遷移金属化合物と、硫黄または硫黄化合
物（チオフェン、硫化鉄など）の混合物など］の存在下、炭素含有原料（ベンゼン、トル
エン、キシレンなどの炭化水素、一酸化炭素、エタノールなどのアルコール類など）を加
熱することにより生成できる。すなわち、前記炭素含有原料及び前記触媒を雰囲気ガス（
アルゴン、ヘリウム、キセノンなどの不活性ガス、水素など）と共に３００℃以上（例え
ば、３００～１０００℃程度）に加熱してガス化して生成炉に導入し、８００～１３００
℃、好ましくは１０００～１３００℃の範囲内の範囲内の一定温度で加熱して触媒金属を
微粒子化させると共に炭化水素を分解させることによって微細繊維状（チューブ状）炭素
を生成させる。これにより生成した繊維状炭素は、未反応原料、非繊維状炭化物、タール
分および触媒金属を含有していて純度が低く、結晶性も低いので、次に８００～１２００
℃の範囲内の好ましくは一定温度に保持された熱処理炉で処理して未反応原料やタール分
などの揮発分を気化して除くのが好ましい。さらに、微細繊維状炭素を２４００～３００
０℃の温度でアニール処理して、カーボンナノチューブにおける多層構造の形成を一層促
進すると共にカーボンナノチューブに含まれる触媒金属を蒸発することによって製造でき
る。
【００５３】
　カーボンナノチューブの平均径（軸方向に対して直交する方向の直径又は横断面径）は
、例えば、０．５ｎｍ～１μｍ（例えば、０．５～５００ｎｍ、好ましくは０．６～３０
０ｎｍ、さらに好ましくは０．８～１００ｎｍ、特に１～８０ｎｍ）程度から選択でき、
単層カーボンナノチューブの場合には、例えば、０．５～１０ｎｍ、好ましくは０．７～
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８ｎｍ、さらに好ましくは１～５ｎｍ程度であり、多層カーボンナノチューブの場合は、
例えば、５～３００ｎｍ、好ましくは１０～１００ｎｍ、好ましくは２０～８０ｎｍ程度
である。カーボンナノチューブの平均長は、例えば、１～１０００μｍ、好ましくは５～
５００μｍ、さらに好ましくは１０～３００μｍ（特に２０～１００μｍ）程度である。
【００５４】
　導電層は、製造工程で用いられる分散液に含まれる界面活性剤を含有していてもよい。
界面活性剤としては、両性イオン界面活性剤、陰イオン性界面活性剤、陽イオン性界面活
性剤、非イオン性界面活性剤のいずれもが使用できる。
【００５５】
　両性イオン界面活性剤には、スルホベタイン類、ホスホベタイン類、カルボキシベタイ
ン類、イミダゾリウムベタイン類、アルキルアミンオキサイド類などが含まれる。
【００５６】
　スルホベタイン類としては、例えば、３－（ジメチルステアリルアンモニオ）プロパン
スルホン酸塩（スルホネート）、３－（ジメチルミリスチルアンモニオ）プロパンスルホ
ン酸塩、３－（ジメチルｎ－ドデシルアンモニオ）プロパンスルホン酸塩、３－（ジメチ
ルｎ－ヘキサデシルアンモニオ）プロパンスルホン酸塩などのジＣ1-4アルキルＣ8-24ア
ルキルアンモニオＣ1-6アルカンスルホン酸塩、３－［（３－コールアミドプロピル）ジ
メチルアンモニオ］－１－プロパンスルホネート（ＣＨＡＰＳ）、３－［（３－コールア
ミドプロピル）ジメチルアンモニオ］－２－ヒドロキシプロパンスルホネート（ＣＨＡＰ
ＳＯ）などのステロイド骨格を有するアルキルアンモニオＣ1-6アルカンスルホン酸塩な
どが挙げられる。
【００５７】
　ホスホベタイン類としては、例えば、ｎ－オクチルホスホコリン、ｎ－ドデシルホスホ
コリン、ｎ－テトラデシルホスホコリン、ｎ－ヘキサデシルホスホコリンなどのＣ8-24ア
ルキルホスホコリン、レシチンなどのグリセロリン脂質、２－メタクリロイルオキシエチ
ルホスホリルコリンのポリマーなどが挙げられる。
【００５８】
　カルボキシベタイン類としては、例えば、ジメチルラウリルカルボキシベタインなどの
ジメチルＣ8-24アルキルベタイン、パーフルオロアルキルベタインなどが挙げられる。イ
ミダゾリウムベタイン類としては、例えば、ラウリルイミダゾリウムベタインなどのＣ8-

24アルキルイミダゾリウムベタインなどが挙げられる。アルキルアミンオキシドとしては
、例えば、ラウリルジメチルアミンオキシドなどのトリＣ8-24アルキル基を有するアミン
オキシドなどが挙げられる。
【００５９】
　これらの両性イオン界面活性剤は、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。なお
、両性イオン界面活性剤において、塩としては、アンモニア、アミン（例えば、アミン、
エタノールアミンなどのアルカノールアミン等）、アルカリ金属（例えば、ナトリウム、
カリウム等）、アルカリ土類金属（例えば、カルシウムなど）等との塩が挙げられる。
【００６０】
　陰イオン性界面活性剤としては、例えば、アルキルベンゼンスルホン酸塩（例えば、ラ
ウリルベンゼンスルホン酸ナトリウムなどのＣ6-24アルキルベンゼンスルホン酸塩など）
、アルキルナフタレンスルホン酸塩（例えば、ジイソプロピルナフタレンスルホン酸ナト
リウムなどのジＣ3-8アルキルナフタレンスルホン酸塩など）、アルキルスルホン酸塩（
例えば、ドデカンスルホン酸ナトリウムなどのＣ6-24アルキルスルホン酸塩など）、ジア
ルキルスルホコハク酸エステル塩（例えば、ジ２－エチルヘキシルスルホコハク酸ナトリ
ウムなどのジＣ6-24アルキルスルホコハク酸塩など）、アルキル硫酸塩（例えば、硫酸化
脂、ヤシ油の還元アルコールと硫酸とのエステルのナトリウム塩などのＣ6-24アルキル硫
酸塩、ポリオキシエチレン（平均付加モル数２～３モル程度）アルキルエーテル硫酸塩な
ど）、アルキルリン酸塩（例えば、モノ～トリ－ラウリルエーテルリン酸などのリン酸モ
ノ～トリ－Ｃ8-18アルキルエステル、ポリオキシエチレンアルキルエーテルリン酸塩など
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）などが挙げられる。これらの陰イオン性界面活性剤は単独で又は二種以上組み合わせて
使用できる。塩としては、前記両性イオン界面活性剤と同様の塩が例示できる。
【００６１】
　陽イオン性界面活性剤としては、例えば、テトラアルキルアンモニウム塩（例えば、ラ
ウリルトリメチルアンモニウムクロライド、ジオクタデシルジメチルアンモニウムクロラ
イドなどのモノ又はジＣ8-24アルキル－トリ又はジメチルアンモニウム塩など）、トリア
ルキルベンジルアンモニウム塩［例えば、セチルベンジルジメチルアンモニウムクロライ
ドなどのＣ8-24アルキルベンジルジメチルアンモニウム塩（塩化ベンザルコニウム塩など
）など］、アルキルピリジニウム塩（例えば、セチルピリジニウムブロマイドなどのＣ8-

24アルキルピリジニウム塩など）などが挙げられる。これらの陽イオン性界面活性剤は、
単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。なお、塩としては、ハロゲン原子（例えば
、塩素原子、臭素原子）、過塩素酸などとの塩が挙げられる。
【００６２】
　非イオン性界面活性剤としては、例えば、ポリオキシエチレンアルキルエーテル（例え
ば、ポリオキシエチレンオクチルエーテル、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリ
オキシエチレンセチルエーテルなどのポリオキシエチレンＣ6-24アルキルエーテル）、ポ
リオキシエチレンアルキルフェニルエーテル（例えば、ポリオキシエチレンオクチルフェ
ニルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテルなどのポリオキシエチレンＣ

6-18アルキルフェニルエーテルなど）、ポリオキシエチレン多価アルコール脂肪酸部分エ
ステル［例えば、ポリオキシエチレングリセリンステアリン酸エステルなどのポリオキシ
エチレングリセリンＣ8-24脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタンステアリン酸
エステルなどのポリオキシエチレンソルビタンＣ8-24脂肪酸エステル、ポリオキシエチレ
ンショ糖Ｃ8-24脂肪酸エステルなど］、ポリグリセリン脂肪酸エステル（例えば、ポリグ
リセリンモノステアリン酸エステルなどのポリグリセリンＣ8-24脂肪酸エステル）などが
挙げられる。これらの非イオン性界面活性剤は、単独で又は二種以上組み合わせて使用で
きる。なお、前記ノニオン性界面活性剤において、エチレンオキサイドの平均付加モル数
は、１～３５モル、好ましくは２～３０モル、さらに好ましくは５～２０モル程度である
。
【００６３】
　これらの界面活性剤のうち、製造工程において使用される分散液中において、カーボン
ナノチューブ間のファンデルワールス力による凝集及びバンドル形成を防ぎながら、カー
ボンナノチューブを水などの分散媒中に安定に微細に分散させることができる点から、陰
イオン性界面活性剤と陽イオン性界面活性剤との組み合わせ、両性イオン界面活性剤単独
のいずれかが好ましく、両性イオン界面活性剤が特に好ましい。そのため、両性イオン界
面活性剤の使用下にカーボンナノチューブを分散させた分散液を用いて合成繊維、合成繊
維製糸及び繊維構造体を処理すると、カーボンナノチューブをそれらの繊維表面に、斑な
く付着させることができる。
【００６４】
　両性イオン界面活性剤としては上記で具体例として挙げたもののいずれもが使用でき、
そのうちでも、スルホベタイン類、特に、３－（ジメチルステアリルアンモニオ）プロパ
ンスルホネート、３－（ジメチルミリスチルアンモニオ）プロパンスルホネートなどのジ
Ｃ1-4アルキルＣ8-24アルキルアンモニオＣ1-6アルカンスルホネートが好ましい。
【００６５】
　界面活性剤の割合は、前記カーボンナノチューブ１００質量部に対して、例えば、０．
０１～１００質量部、好ましくは０．０３～５０質量部、さらに好ましくは０．０５～３
０質量部（特に０．１～２０質量部）程度である。界面活性剤の割合がこの範囲にあると
、カーボンナノチューブの均一性を向上させるとともに、高い導電性を維持できる。
【００６６】
　導電層には、前記界面活性剤に加えて、さらにハイドレート（水和安定剤）が含まれて
いてもよい。水和安定剤は、導電性繊維を製造する工程で用いられる分散液中において、
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界面活性剤の水などの液体媒体（水など）への溶解を促進してその界面活性作用を十分に
発揮させるとともに、導電層としてカーボンナノチューブを繊維表面に固定させるまで分
散状態を維持することに寄与する。
【００６７】
　水和安定剤の種類は、界面活性剤の種類、液体媒体（分散媒）の種類などによって異な
り得るが、液体媒体として水を使用した場合は、例えば、前記非イオン性界面活性剤（界
面活性剤として、非イオン性界面活性剤を使用した場合）、親水性化合物（水溶性化合物
）などが使用できる。
【００６８】
　親水性化合物（水溶性化合物）としては、例えば、多価アルコール（グリセリン、トリ
メチロールプロパン、トリメチロールエタン、ペンタエリスリトール、ソルビトール、キ
シリトール、エリスリトール、ショ糖など）、ポリアルキレングリコール樹脂（ポリエチ
レンオキサイド、ポリプロピレンオキサイドなどのポリＣ2-4アルキレンオキサイドなど
）、ポリビニル系樹脂（ポリビニルピロリドン、ポリビニルエーテル、ポリビニルアルコ
ール、ポリビニルアセタールなど）、水溶性多糖類（カラギーナン、アルギン酸又は塩な
ど）、セルロース系樹脂（メチルセルロースなどのアルキルセルロース、ヒドロキシエチ
ルセルロース、ヒドロキシプロピルメチルセルロースなどのヒドロキシＣ2-4アルキルセ
ルロース、カルボキシメチルセルロースなどのカルボキシＣ1-3アルキルセルロース又は
その塩など）、水溶性蛋白質（ゼラチンなど）などが例示できる。
【００６９】
　これらの水和安定剤は、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。これらの水和安
定剤のうち、グリセリンなどの多価アルコールなどが汎用される。
【００７０】
　水和安定剤の割合は、前記界面活性剤１００質量部に対して、例えば、０．０１～５０
０質量部、好ましくは１～４００質量部、さらに好ましくは１０～３００質量部程度であ
る。
【００７１】
　導電層には、前記界面活性剤に加えて、さらにバインダーが含まれていてもよい。バイ
ンダーは、カーボンナノチューブと合成繊維との接着性を向上させる。一方、本発明の導
電性繊維の用途の中で、表面導通性が必要な用途（例えば、帯電防止性布帛や複写機のク
リーニングブラシなどの用途）では、バインダーを使用する場合、カーボンナノチューブ
が露出した状態（カーボンナノチューブの表面がバインダーによって完全に被覆されずに
カーボンナノチューブの少なくとも一部が外部に露出した状態）で繊維表面に付着してい
ることが必要である。かかる点から、バインダーの併用下に繊維表面に付着させる場合は
、バインダーによってカーボンナノチューブの表面が完全に被覆されてしまわないように
、バインダーの使用量や性状などに注意を払うことが必要である。
【００７２】
　バインダーとしては、慣用の接着性樹脂、例えば、ポリオレフィン系樹脂、アクリル系
樹脂、酢酸ビニル系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリウレタン系樹脂
などが例示できる。これらの接着性樹脂は、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる
。
【００７３】
　これらのバインダーのうち、分散媒として水を用いる場合、親水性接着性樹脂、例えば
、水性ポリエステル系樹脂、水性アクリル系樹脂、酢酸ビニル系樹脂、ウレタン系樹脂が
好ましい。
【００７４】
　水性ポリエステル系樹脂としては、ジカルボン酸成分（テレフタル酸などの芳香族ジカ
ルボン酸や、アジピン酸などの脂肪族ジカルボン酸など）とジオール成分（エチレングリ
コール、１，４－ブタンジオールなどのアルカンジオールなど）との反応により得られる
ポリエステル樹脂において、親水性基が導入されたポリエステル樹脂が使用できる。親水
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性基の導入方法としては、例えば、ジカルボン酸成分として、スルホン酸塩基やカルボン
酸塩基などの親水性基を有するジカルボン酸成分（５－ナトリウムスルホイソフタル酸や
、３官能以上の多価カルボン酸など）を用いる方法、ジオール成分として、ポリエチレン
グリコール、ジヒドロキシカルボン酸を用いる方法などが例示できる。
【００７５】
　水性アクリル系樹脂としては、例えば、ポリ（メタ）アクリル酸又はその塩、（メタ）
アクリル酸－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、（メタ）アクリル酸－スチレン－（
メタ）アクリル酸エステル共重合体、（メタ）アクリル酸－酢酸ビニル共重合体、（メタ
）アクリル酸－ビニルアルコール共重合体、（メタ）アクリル酸－エチレン共重合体、こ
れらの塩などが例示できる。
【００７６】
　酢酸ビニル系樹脂は、酢酸ビニル単位を含む重合体又はそのケン化物であり、例えば、
ポリ酢酸ビニル、（メタ）アクリル酸－酢酸ビニル共重合体、酢酸ビニル－無水マレイン
酸共重合体、酢酸ビニル－（メタ）アクリル酸メチル共重合体、エチレン－酢酸ビニル共
重合体、ポリビニルアルコール、エチレン－ビニルアルコール共重合体などであってもよ
い。
【００７７】
　さらに、バインダーとしては、合成繊維と同系統の接着性樹脂を使用するのが好ましい
。すなわち、例えば、合成繊維として、ポリエステル系樹脂を使用した場合には、バイン
ダーとしては水性ポリエステル系樹脂を使用するのが好ましい。
【００７８】
　バインダーの割合は、カーボンナノチューブの表面を完全に被覆することなくカーボン
ナノチューブを繊維表面に円滑に付着させる点から、カーボンナノチューブ１００質量部
に対して、例えば、５０～４００質量部、好ましくは６０～３５０質量部、さらに好まし
くは１００～３００質量部（特に１００～２００質量部）程度である。
【００７９】
　なお、本発明では、合成繊維の表面とカーボンナノチューブとが互いの親和性により付
着されているため、バインダーは必ずしも必要ではなく、バインダーを含有しない場合で
あっても導電層が合成繊維の表面に強固に付着している。すなわち、本発明の導電性繊維
は、バインダーを実質的に含有しない繊維であってもよい。
【００８０】
　特に、合成繊維がポリエステル繊維で形成されている場合には、ポリエステル繊維とカ
ーボンナノチューブとの親和性が高いため、バインダーを用いなくてもカーボンナノチュ
ーブがポリエステル繊維の繊維表面に強固に付着し、バインダーを用いなくても充分な付
着強度を発現し、少量のバインダーを用いることでカーボンナノチューブの繊維表面への
付着強度が一層高くなる。
【００８１】
　導電層は、さらに慣用の添加剤、例えば、表面処理剤（例えば、シランカップリング剤
などのカップリング剤など）、着色剤（染顔料など）、色相改良剤、染料定着剤、光沢付
与剤、金属腐食防止剤、安定剤（酸化防止剤、紫外線吸収剤など）、分散安定化剤、増粘
剤又は粘度調整剤、チクソトロピー性賦与剤、レベリング剤、消泡剤、殺菌剤、充填剤な
どを含んでいてもよい。これらの添加剤は、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる
。
【００８２】
　［導電性繊維構造体］
　本発明の導電性繊維構造体は、前記導電性繊維及び／又は導電性糸を含み、繊維構造体
は合成繊維及び／又は合成繊維製糸（単糸、複合糸など）単独で構成されていてもよいし
、さらに他の非導電性合成繊維及び／又は前記非合成繊維を含んでいてもよい。なお、非
合成繊維にも導電層が形成されていてもよい。特に、非導電性繊維で構成された繊維構造
体に対して導電層を付与して得られた繊維構造体の場合には、合成繊維に導電層を形成す
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る工程で、非合成繊維にも導電層が形成される場合が多い。
【００８３】
　本発明における繊維構造体の例としては、織布（タフタ織などの平織、綾織、朱子織、
パイル織など）、編布［平編（天竺編）、丸編、両面編、ゴム編、パイル編など］、不織
布（湿式不織布、乾式不織布、スパンボンド不織布など）、レース地、網などの布帛類、
繊維状成形体（例えば、複数の布帛を組み合わせたシート状物、板状物、三次元状成形体
など）などを挙げられる。
【００８４】
　本発明の繊維構造体は、導電性繊維を原料として形成された繊維構造体と、非導電性繊
維で構成された繊維構造体に対して導電層を付与して得られた繊維構造体とに大別される
。限定されるものではないが、例えば、前者の繊維構造体について、非導電性合成繊維及
び／又は非合成繊維を併用した繊維構造体の例としては、通常のポリエステル加工糸を用
いて織布や編布を形成する際に、導電性繊維又は導電性糸（例えばカーボンナノチューブ
を付着したポリエステルマルチフィラメント糸など）を経糸及び／又は緯糸の一部として
用いて得られた織布、導電性繊維又は導電性糸を編糸の一部として用いて得られた編布、
短繊維状の導電性繊維と他の非導電性の短繊維（合成繊維、非合成繊維）とを併用した不
織布などが挙げられる。これらの繊維構造体中における導電性繊維及び／又は導電性糸の
使用割合は、形成する繊維構造体の種類、用途などに応じて調整することができる。導電
性繊維及び／又は導電性糸の割合は、例えば、繊維構造体全体に対して、例えば、１質量
％以上（例えば、１～１００質量％）、好ましくは１０～１００質量％、さらに好ましく
は３０～１００質量％（特に５０～１００質量％）程度である。
【００８５】
　後者の繊維構造体に対して導電層を付与する方法で得られた繊維構造体において、非合
成繊維を含む繊維構造体を用いる場合は、繊維構造体を構成する繊維表面へのカーボンナ
ノチューブの付着が良好に行われるようにするために、繊維構造体を構成する繊維及び／
又は糸（単糸又は複合糸）の０．１質量％以上（例えば、０．１～１００質量％）、好ま
しくは１０質量％以上（例えば、１０～１００質量％）、さらに好ましくは３０質量％以
上（例えば、３０～１００質量％）が合成繊維及び／又は合繊繊維製糸であるのが好まし
い。特に、繊維構造体の表面部分では、合成繊維及び／又は合成繊維製糸の割合は、前記
した３０質量％以上（例えば、３０～１００質量％）、好ましくは５０～１００質量％、
さらに好ましくは７０～１００質量％（特に９０～１００質量％）であるのが好ましい。
【００８６】
　繊維表面にカーボンナノチューブが付着した本発明の導電性繊維構造体では、繊維構造
体の表面に位置する繊維表面の６０％以上（例えば、６０～１００％）、好ましくは９０
％以上（例えば、９０～１００％）、好ましくは全体（１００％）の被覆率で導電層（カ
ーボンナノチューブ）が付着しているのが好ましい。このような被覆率の繊維構造体は、
導電性能、導電発熱性能、帯電防止性能、電磁波・磁気遮蔽性能、熱伝導性能などに優れ
る。繊維構造体の内側に位置する繊維の表面には、導電層（特にカーボンナノチューブ）
は付着していなくてもよいが、繊維構造体の表面に位置する繊維の表面と共に繊維構造体
の内部に位置する繊維の表面にも導電層が付着していると、繊維構造体の導電性能、導電
発熱性能、帯電防止性能、電磁波・磁気遮蔽性能、熱伝導性などが一層良好になる。
【００８７】
　導電性繊維構造体における導電層及びカーボンナノチューブの割合は、繊維構造体に対
して導電層を付与する方法により得られた導電性繊維構造体においても、前記導電性繊維
における割合と同様である。
【００８８】
　なお、繊維構造体においても、合成繊維と同様に、繊維表面に均一な厚みで導電性を付
与する点から、分散液で処理する際、繊維構造体を構成する合成繊維に微振動を与えても
よい。
【００８９】
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　繊維構造体を構成する繊維の表面にカーボンナノチューブを前記した量及び厚みで付着
させることによって、目的に沿った導電性を付与できる。導電性繊維構造体の２０℃にお
ける表面漏洩電気抵抗値（ＪＩＳ　Ｌ　１０９４）は、用途に応じて、例えば、１×１０
-2～１×１０10Ω／ｃｍの範囲から選択できる。例えば、１×１０-2～１×１０4Ω／ｃ
ｍ程度の繊維構造体は、導電性能、導電発熱性能、電磁波・磁気遮蔽性能に優れる導電性
繊維構造体（布帛）として利用できる。また、１×１０5～１×１０9Ω／ｃｍ程度の繊維
構造体は、帯電防止性能を有する布帛として利用できる。
【００９０】
　さらに、本発明の導電性繊維構造体は、合成繊維の表面に導電層が強固に付着している
ため、耐久性も高い。ＪＩＳ　Ｌ　０２１７の１０３号に準拠した洗濯後の表面漏洩電気
抵抗値は、洗濯前の表面漏洩電気抵抗値に対して、例えば、１～１００００倍（例えば、
１～１０００倍）、好ましくは１～１００倍、さらに好ましくは１～１０倍（特に１～５
倍）程度である。
【００９１】
　さらに、１×１０-2～１×１０4Ω／ｃｍ程度の繊維構造体は、導電発熱性能にも優れ
るため、導電発熱布帛として利用でき、５ｃｍの間隔で繊維構造体に電極を取り付け、２
０℃において直流又は交流の１２Ｖの印加電圧をかけたとき、電極間における繊維構造体
の６０秒間での上昇温度は、例えば、２℃以上（例えば、２～１００℃、好ましくは５～
８０℃、さらに好ましくは１０～５０℃程度）である。
【００９２】
　［導電性繊維及び繊維構造体の製造方法］
　本発明の導電性繊維は、カーボンナノチューブを含む分散液を用いて、合成繊維の表面
にカーボンナノチューブを含む導電層を付着させる工程の後、導電層が表面に付着した合
成繊維を乾燥する工程を経て製造される。
【００９３】
　導電層の付着工程において、分散液中におけるカーボンナノチューブの濃度は、特に制
限されないが、目的とする電気抵抗値又は表面漏洩抵抗値に応じて、分散液の全質量に対
してカーボンナノチューブの含有量が０．１～３０質量％（特に０．１～１０質量％）と
なる範囲から適宜選択できる。バインダーを使用する場合も、カーボンナノチューブに対
して所望の割合となるように、このような範囲から選択できる。
【００９４】
　カーボンナノチューブを分散させるための分散媒（液体媒体）としては、例えば、慣用
の極性溶媒（水、アルコール類、アミド類、環状エーテル類、ケトン類など）、慣用の疎
水性溶媒（脂肪族又は芳香族炭化水素類、脂肪族ケトン類など）、又はこれらの混合溶媒
などが使用できる。これらの溶媒のうち、簡便性や操作性の点から、水が好ましく用いら
れる。
【００９５】
　また、処理に用いるカーボンナノチューブの分散液は、水などの液体媒体中にカーボン
ナノチューブを凝集することなく安定に分散させるために、前記界面活性剤を含有するこ
とが好ましい。界面活性剤の使用量は、例えば、カーボンナノチューブ１００質量部に対
して、界面活性剤を１～１００質量部（特に５～５０質量部）程度の範囲から選択できる
。
【００９６】
　界面活性剤、特に両性イオン界面活性剤を用いたカーボンナノチューブの分散液では、
界面活性剤の液体媒体（水など）への溶解を促進してその界面活性作用を十分に発揮させ
るために、分散液中にハイドレート（水和安定剤）を添加するのが好ましい。
【００９７】
　水和安定剤の使用量は、界面活性剤１００質量部に対して、１０～５００質量部（特に
５０～３００質量部）程度の範囲から選択できる。
【００９８】
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　このような分散液の調製方法は、特に制限されず、カーボンナノチューブ間の凝集、バ
ンドル化を生ずることなく、カーボンナノチューブが水などの液体媒体中に微分散状態で
安定に分散した分散液を調製できる方法であれば、いずれの方法で調製してもよい。
【００９９】
　特に、本発明では、界面活性剤（特に両性イオン界面活性剤）の存在下で、水性媒体の
ｐＨを４．０～８．０、好ましくは４．５～７．５、さらに好ましくは５．０～７．０に
保持しながら、水性媒体（水）中にカーボンナノチューブを分散処理する調製方法が好ま
しい。この調製方法における分散処理は、分散装置としてメディアを用いたミル（メディ
アミル）を用いて行うのが好ましい。メディアミルの具体例としては、ビーズミル、ボー
ルミルなどを挙げることができる。ビーズミルを用いる場合には、直径が０．１～１０ｍ
ｍ、好ましくは０．１～１．５ｍｍ（例えば、ジルコニアビーズなど）などが好ましく用
いられる。特に、予めボールミルを用いて、カーボンナノチューブ、界面活性剤（及び必
要に応じてバインダーなど）を水性媒体中に混合してペースト状物を調製した後、ビーズ
ミルを用いて界面活性剤を含む水性媒体を加えて分散液を調製してもよい。
【０１００】
　この調製方法で得られる分散液においては、界面活性剤によってカーボンナノチューブ
間のファンデルワールス力による凝集及びバンドル形成を生ずることなく、水性媒体中に
微分散状で安定に分散しているので、この分散液を用いて処理を行うと、繊維表面にカー
ボンナノチューブを均一に付着させることができる。
【０１０１】
　カーボンナノチューブの分散液による合成繊維の処理方法は、特に制限されず、合成繊
維の繊維表面にカーボンナノチューブを含む導電層を均一に付着できる方法であればいず
れの方法であってもよい。そのような処理方法としては、例えば、合成繊維をカーボンナ
ノチューブの分散液中に浸漬する方法、タッチ式ローラを用いたサイジング装置、ドクタ
ー、パッド、噴霧装置、糸プリント装置などの被覆装置を用いて合成繊維をカーボンナノ
チューブの分散液で処理する方法などが挙げられる。
【０１０２】
　分散液を用いた処理における温度は、特に限定されず、例えば、０～１５０℃程度の範
囲から選択でき、好ましくは５～１００℃、さらに好ましくは１０～５０℃程度であり、
通常、常温で処理される。
【０１０３】
　これらの処理方法のうち、均一な導電層を形成できる点から、カーボンナノチューブの
分散液中に浸漬する方法、糸プリント方法が好ましい。さらに、分散液での付着処理にお
いて合成繊維に微振動を付与する方法が好ましい。繊維に微振動を付与しながら、繊維を
処理すると、分散液が紡績糸の内部、マルチフィラメントの束の内部、繊維構造体の内部
にまで浸透し、繊維の内部や繊維の単糸１本１本の全表面にわたって均一な導電層を形成
できる。
【０１０４】
　微振動の振動数としては、例えば、２０Ｈｚ以上であればよく、例えば、２０～２００
０Ｈｚ、好ましくは５０～１０００Ｈｚ、さらに好ましくは１００～５００Ｈｚ（特に１
００～３００Ｈｚ）程度である。
【０１０５】
　微振動を付与する手段は、特に限定されず、慣用の手段、例えば、機械的な手段や超音
波を使用する手段などが挙げられる。機械的な手段としては、例えば、繊維をサイジング
装置や浸漬槽などに案内するための糸ガイド又はサイジング装置や浸漬槽自体に振動を付
与することにより、もしくは分散液に振動を付与することにより、繊維に振動を付与する
方法であってもよい。
【０１０６】
　分散液を用いた付着処理は、１回だけの操作であってもよいし、同じ操作を複数回繰り
返してもよい。
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【０１０７】
　乾燥工程では、カーボンナノチューブの分散液で処理を行った合成繊維から液体媒体を
除去し、乾燥することで、繊維表面にカーボンナノチューブが導電層として均一に薄層状
態で付着した本発明の導電性繊維を得る。
【０１０８】
　乾燥温度は、分散液中の液体媒体（分散媒）の種類に応じて選択でき、分散媒として水
を用いた場合には、合成繊維の材質にもよるが、通常、１００～２３０℃（特に１１０～
２００℃）程度の乾燥温度が採用される。ポリエステル繊維の場合、例えば、１２０～２
３０℃（特に１５０～２００℃）程度であってもよい。
【０１０９】
　本発明の導電性繊維構造体は、導電性繊維及び／又は導電性糸を用いて製造してもよい
が、非導電性合成繊維及び／又は非導電性糸で構成された繊維構造体を、カーボンナノチ
ューブを含む分散液で処理することに製造してもよい。製造条件は、前記導電性繊維の製
造方法と同様である。特に、布帛の場合は、分散液の処理方法としては、分散液中に浸漬
する方法（ディップ・ニップ方式）が好ましい。さらに、繊維構造体の場合にも、構造体
内部にまでカーボンナノチューブを構造体内部にまで浸透できる点から、前述の微振動を
繊維構造体に付与しながら処理する方法が好ましい。
【産業上の利用可能性】
【０１１０】
　本発明の導電性繊維、導電性糸及び繊維構造体は、それらを形成する合成繊維の繊維表
面に微細なカーボンナノチューブが均一に且つ強固に付着しているため、導電性能、導電
発熱性能、帯電防止性能、電磁波・磁気遮蔽性能、面状発熱性、熱伝導性能などに優れ、
しかも洗濯や摩擦などによってカーボンナノチューブが繊維表面から脱落し難い。さらに
、前記特性の耐久性に優れ、柔軟性、風合、取り扱い性、加工性などにも優れている。従
って、このような特性を活かして、例えば、帯電防止性能や電磁波・磁気遮蔽性能を有す
る作業着やユニフォームなどの衣類用途、カーテン、カーペット、壁面被覆材料、間仕切
りなどのインテリア用途、除電バグフィルター、機器用カバー、複写機ブラシ、電磁波遮
蔽性の産業資材など種々の用途に有効に利用できる。また、非金属面状発熱体としても有
効に利用でき、本発明の導電性繊維で構成された発熱体は、低電圧で発熱し、薄くて軽量
でコンパクトであるとともに、屈曲疲労性にも優れている。このような面状発熱体として
の用途は多岐にわたり、融雪装置、凍結防止装置、ロードヒーティング、車輌シート、床
暖房、壁暖房、発熱保温衣料など広範囲に用いることができる。また、低い抵抗値の導電
性繊維は、非金属電線として、軽量でコンパクトであり、屈曲疲労性にも優れるため、金
属電線の代替物として利用できる。
【０１１１】
　さらに、本発明の製造方法により、繊維表面にカーボンナノチューブが強固に付着した
導電性繊維、導電性糸及び繊維構造体を円滑に確実に製造でき、実用性に優れる。
【実施例】
【０１１２】
　以下に実施例などにより本発明について具体的に説明するが、本発明は以下の実施例に
何ら限定されるものではない。以下の例において、各物性などの測定または評価は次のよ
うにして行った。なお、特にことわりのない限り、「％」は「質量％」を表す。
【０１１３】
　（１）繊維構造体（織布）および糸におけるカーボンナノチューブの付着量：
　カーボンナノチューブを付与した後の生地質量（糸の場合は繊度）と、付与する前の生
地質量（糸の場合は繊度）との差を、付与する前の生地質量（糸の場合は繊度）で割るこ
とにより、カーボンナノチューブまたは、カーボンナノチューブとバインダーの合計の比
率を求め、バインダーを用いている場合にはカーボンナノチューブとの比率を勘案し、付
与する前の生地単位面積（糸の場合は単位質量）あたりのカーボンナノチューブの付着量
を算出した。
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【０１１４】
　（２）導電性糸の電気抵抗値：
　導電性糸（導電性マルチフィラメント糸）から、長さ方向に沿って１００ｍごとに長さ
１０ｃｍの試験片を２０個採取した。長さ１０ｃｍの個々の試験片を東亞電波工業社製の
電極ボックス「ＳＭＥ－８３５０」に載置し、試験片の両端間に１０００Ｖの電圧をかけ
て、測定環境２０℃、３０％ＲＨの条件下で、東亞電波工業社製の電気抵抗測定装置「Ｓ
ＭＥ－８２２０」を使用して２０個の試験片の電気抵抗値（Ω／ｃｍ）を測定し、最大値
と最小値を除いた１８個の値の平均値を採って糸の電気抵抗値（Ω／ｃｍ）とした。
【０１１５】
　（３）電気抵抗値の対数の標準偏差：
　前記（２）電気抵抗値において測定した２０個の電気抵抗値のうち、平均値の算定に用
いた１８個のデータについて、各々対数値を求め、その対数値の標準偏差を求めた。
【０１１６】
　（４）繊維構造体（織布）の表面漏洩電気抵抗値：
　ＪＩＳ　Ｌ　１０９４に従って繊維構造体（織布）の表面漏洩電気抵抗値を測定した。
【０１１７】
　（５）繊維構造体（織布）の洗濯処理および堅牢度：
　ＪＩＳ　Ｌ　０２１７の１０３法に従って洗濯を行い、洗濯後の堅牢度（洗濯堅牢度：
変退色および汚染）をＪＩＳ　Ｌ　０８４４の「Ａ－２号」に従って評価した。
【０１１８】
　《実施例１》
　（１）カーボンナノチューブの水性分散液の調製：
　（ｉ）３－（ジメチルステアリルアンモニオ）プロパンスルホネート（両性イオン界面
活性剤）２．０ｇ、グリセリン(水和安定剤)５ｍｌおよび脱イオン水４９５ｍｌを混合し
て、界面活性剤の水溶液（ｐＨ６．５）を調製した。
【０１１９】
　（ii）前記（ｉ）で得られた界面活性剤の水溶液５００ｍｌおよびカーボンナノチュー
ブ（ナノカーボンテクノロジース株式会社製「ＭＷＣＮＴ－７」）１５．２ｇを、ボール
ミル胴体（円筒形、内容積＝１８００ｍｌ、ボールの直径＝１５０ｍｍ、ボール量の充填
量＝３２００ｇ）に入れて、手で撹拌してペースト状物とした後、ボールミル胴体を回転
架台（アサヒ理化研究所製「ＡＳ　ＯＮＥ」）に載せて１時間撹拌してカーボンナノチュ
ーブを含有する液状物とした。
【０１２０】
　（iii）前記（ii）で生成したカーボンナノチューブを含有する液状物の全量をボール
ミル胴体から取り出して、前記（ｉ）と同様に調製した界面活性剤の水溶液５００ｍｌを
追加し、さらにバインダー（明成化学社製「メイバインダーＮＳ」、ポリエステル系バイ
ンダー）を固形成分換算で２５．５ｇ添加し、ビーズミル（ＷＡＢ社製「ダイノーミル」
、筒形状、内容積＝２０００ｍｌ、直径０．６ｍｍのジルコニアビーズを１８００ｇ充填
）に充填して、回転数３００回／分の条件下に６０分間撹拌して、両性イオン界面活性剤
を含有するカーボンナノチューブの水性分散液［カーボンナノチューブの濃度＝１．４８
ｗ／ｗ％、バインダーの含有量＝１．９２ｗ／ｗ％］を調製した。なお、ビーズミルによ
る撹拌操作中、水性分散液のｐＨは５．５～７．０に維持されていた。
【０１２１】
　（２）ポリエステル加工糸へのカーボンナノチューブの付着処理：
　（ｉ）市販のポリエステルＰＯＹ（部分延伸糸）（南亜社製、ポリエステルＰＯＹ３０
／２４）を常法により２Ｈ仮撚加工し、２４ｄｔｅｘのウーリー加工糸を得た。前記（１
）で得られたカーボンナノチューブの水性分散液を用い、一般的なサイジング糊付け手法
を採用して分散液に浸漬する際、微振動させた糸ガイドを通して、２００Ｈｚの微振動を
糸に与え、次いで１７０℃で２分間乾燥し、カーボンナノチューブが付着した２７ｄｔｅ
ｘのポリエステル加工糸を得た。
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【０１２２】
　（ii）前記（ｉ）で得られたポリエステル加工糸につき、カーボンナノチューブの付着
量を前記方法で測定したところ、付着量はポリエステル加工糸１ｇ当たり０．０１６ｇで
あり、電気抵抗値は４．９×１０5Ω／ｃｍであり、電気抵抗値の対数の標準偏差は０．
７２であった。さらに、光学顕微鏡での表面観察により、この加工糸の表面はすべて実質
的にカーボンナノチューブで黒く覆われており、カーボンナノチューブに覆われていない
部分は実質的に見当たらず、表面被覆率は１００％であった。さらに、加工糸断面のＳＥ
Ｍ観察により、その表面にはカーボンナノチューブを含む導電層の厚みが０．３～１．０
μｍのほぼ均一な層を形成していることが判明した。得られた加工糸（導電性繊維）の表
面をＳＥＭ写真で撮影した結果を図１に示す。繊維の表面には、カーボンナノチューブが
ネットワーク上に積層して導電層が形成されている。
【０１２３】
　（３）織布の作製：
　（ｉ）前記（２）で得られたカーボンナノチューブを付着したポリエステル加工糸を、
市販のポリエステル加工糸（南亜社製、ポリエステルウーリー加工糸、８４Ｔ―３６）と
交撚した複合糸を得た。市販のポリエステル加工糸（南亜社製、ポリエステルウーリー加
工糸、８４Ｔ―３６）を使用して常法により織布を作製する際に、この複合糸を経糸中に
５ｍｍ間隔および緯糸中に５ｍｍ間隔で打ち込んで、カーボンナノチューブ付着加工糸を
織り込んだ織布（タフタ、目付＝８０ｇ／ｍ2）を作製した。
【０１２４】
　（ii）前記（ｉ）で得られた織布の表面遺漏電気抵抗値は、洗濯前が５．７×１０5Ω
／ｃｍで、洗濯２０回後（各洗濯をＪＩＳ　Ｌ　０２１７の１０３法に従って実施）では
７．７×１０6Ω／ｃｍであり、良好な洗濯耐久性を示した。
【０１２５】
　また、前記（ｉ）で得られた織布の洗濯堅牢度は、変退色５級、汚染５級と良好であっ
た。
【０１２６】
　《実施例２》
　（１）カーボンナノチューブの水性分散液の調製：
　（ｉ）３－（ジメチルステアリルアンモニオ）プロパンスルホネート（両性イオン界面
活性剤）２．０ｇ、グリセリン(水和安定剤)５ｍｌおよび脱イオン水４９５ｍｌを混合し
て、界面活性剤の水溶液（ｐＨ６．５）を調製した。
【０１２７】
　（ii）前記（ｉ）で得られた界面活性剤の水溶液５００ｍｌおよびカーボンナノチュー
ブ（バイエル社製、Ｂａｙｔｕｂｅ）３０．４ｇを、ボールミル胴体（円筒形、内容積＝
１８００ｍｌ、ボールの直径＝１５０ｍｍ、ボール量の充填量＝３２００ｇ）に入れて、
手で攪拌してペースト状物とした後、ボールミル胴体を回転架台（アサヒ理化研究所製「
ＡＳ　ＯＮＥ」）に載せて１時間撹拌してカーボンナノチューブを含有する液状物とした
。
【０１２８】
　（iii）前記（ii）で生成したカーボンナノチューブを含有する液状物の全量をボール
ミル胴体から取り出して、前記（ｉ）と同様に調製した界面活性剤の水溶液５００ｍｌを
追加し、さらにバインダー（明成化学社製「メイバインダーＮＳ」、ポリエステル系バイ
ンダー）を固形成分換算で３０．０ｇ添加し、ビーズミル（ＷＡＢ社製「ダイノーミル」
、筒形状、内容積＝２０００ｍｌ、直径０．６ｍｍのジルコニアビーズを１８００ｇ充填
）に充填して、回転数３００回／分の条件下に６０分間撹拌して、両性イオン界面活性剤
を含有するカーボンナノチューブの水性分散液［カーボンナノチューブの濃度＝２．９６
ｗ／ｗ％、バインダーの含有量＝２．２６ｗ／ｗ％］を調製した。なお、ビーズミルによ
る撹拌操作中、水性分散液のｐＨは５．３～６．８に維持されていた。
【０１２９】
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　（２）ポリエステル加工糸へのカーボンナノチューブの付着処理：
　（ｉ）市販のポリエステルＰＯＹ（南亜社製ポリエステルＰＯＹ３０／２４）を常法に
より２Ｈ仮撚加工し、２４ｄｔｅｘのウーリー加工糸を得た。前記（１）で得られたカー
ボンナノチューブの水性分散液を用い、一般的なサイジング糊付け手法を採用して分散液
に浸漬する際に、微振動させた糸ガイドを通して、２００Ｈｚの微振動を糸に与え、次い
で、１７０℃で２分間乾燥し、カーボンナノチューブが付着した２８ｄｔｅｘのポリエス
テル加工糸を得た。
【０１３０】
　（ii）前記（２）で得られたポリエステル加工糸におけるカーボンナノチューブの付着
量を前記方法で測定したところ、付着量はポリエステル加工糸１ｇ当たり０．０３２ｇで
あった。電気抵抗値は２．８×１０2Ω／ｃｍであり、電気抵抗値の対数の標準偏差は０
．８４であった。
【０１３１】
　さらに、光学顕微鏡観察により、この加工糸の表面はすべて実質的にカーボンナノチュ
ーブで黒く覆われており、カーボンナノチューブに覆われていない部分は実質的に見当た
らず、表面被覆率は１００％であった。また、得られた加工糸断面のＳＥＭ観察により、
その表面にはカーボンナノチューブを含む樹脂層の厚みが０．３～２．０μｍのほぼ均一
な層を形成していることが判明した。得られた加工糸（導電性繊維）の断面をＳＥＭ写真
で撮影した結果を図２に示す。マルチフィラメントの繊維間にも均一な導電層が形成され
ていることが確認できる。
【０１３２】
　（３）織布の作成：
　さらに、得られた加工糸を双糸として緯糸に配置し、レギュラーポリエステル加工糸（
１６７Ｔ４８）を経糸としたタフタ生地を作成した。該生地の緯方向に５ｃｍの間隔で電
極を取り付け、直流１２Ｖの印加電圧をかけたところ、電極間の生地の温度が１分間で常
温２０℃から３６℃に上昇した。同様に、４０Ｖの電圧をかけたところ、生地温度は１４
０℃に達した。
【０１３３】
　《実施例３》
　（１）カーボンナノチューブの水性分散液の調製：
　（ｉ）３－（ジメチルステアリルアンモニオ）プロパンスルホネート（両性イオン界面
活性剤）２．０ｇ、グリセリン(水和安定剤)５ｍｌおよび脱イオン水４９５ｍｌを混合し
て、界面活性剤の水溶液（ｐＨ６．５）を調製した。
【０１３４】
　（ii）前記（ｉ）で得られた界面活性剤の水溶液５００ｍｌおよびカーボンナノチュー
ブ（ナノカーボンテクノロジース（株）製「ＭＷＣＮＴ－７」）１０．２ｇを、ボールミ
ル胴体（円筒形、内容積＝１８００ｍｌ、ボールの直径＝１５０ｍｍ、ボール量の充填量
＝３２００ｇ）に入れて、手で攪拌してペースト状物とした後、ボールミル胴体を回転架
台（アサヒ理化研究所製「ＡＳ　ＯＮＥ」）に載せて１時間撹拌してカーボンナノチュー
ブを含有する液状物とした。
【０１３５】
　（iii）前記（ii）で生成したカーボンナノチューブを含有する液状物の全量をボール
ミル胴体から取り出して、前記（ｉ）と同様に調製した界面活性剤の水溶液５００ｍｌを
追加し、さらにバインダー（明成化学社製「メイバインダーＮＳ」、ポリエステル系バイ
ンダー）を固形成分換算で２０．０ｇ添加し、ビーズミル（ＷＡＢ社製「ダイノーミル」
、筒形状、内容積＝２０００ｍｌ、直径０．６ｍｍのジルコニアビーズを１８００ｇ充填
）に充填して、回転数３００回／分の条件下に６０分間撹拌して、両性イオン界面活性剤
を含有するカーボンナノチューブの水性分散液［カーボンナノチューブの濃度＝０．５９
ｗ／ｗ％、バインダーの含有量＝１．５１ｗ／ｗ％］を調製した。なお、ビーズミルによ
る撹拌操作中、水性分散液のｐＨは５．３～７．２に維持されていた。
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【０１３６】
　（２）ポリエステル加工糸へのカーボンナノチューブの付着処理：
　（ｉ）ポリエステル加工糸（クラレトレーディング（株）製、「ＦＤ８４Ｔ４８」）を
用い、前記（１）で得たカーボンナノチューブの水性分散液を用いて、一般的なサイジン
グ糊付け手法を採用して前記水性分散液に加工糸を浸す際に、微振動させた糸ガイドを通
して、２００Ｈｚの微振動を糸に与え、次いで、１７０℃で２分間乾燥し、カーボンナノ
チューブが付着した８８ｄｔｅｘのポリエステル加工糸を得た
　（ii）前記（２）で得られたポリエステル加工糸におけるカーボンナノチューブの付着
量を前記方法で測定したところ、付着量はポリエステル加工糸１ｇ当たり０．００７ｇで
あった。電気抵抗値は５．９×１０9Ω／ｃｍであり、電気抵抗値の対数の標準偏差は０
．９１であった。
【０１３７】
　さらに、光学顕微鏡観察により、この加工糸の表面は実質的にカーボンナノチューブで
黒く覆われており、カーボンナノチューブに覆われていない部分は実質的に見当たらず、
表面被覆率は１００％であった。また、得られた加工糸断面のＳＥＭ観察により、その表
面にはカーボンナノチューブを含む樹脂層の厚みが０．３～３．０μｍのほぼ均一な層を
形成していることが判明した。この加工糸は、単糸繊度が約２デニールであり、安定した
１０9Ω／ｃｍの線抵抗値を有し、かつ摩擦耐久性にも優れるため、複写機のクリーニン
グブラシとして好適に利用できる。
【０１３８】
　《実施例４》
　（１）カーボンナノチューブの水性分散液の調製：実施例２の（１）と同様にカーボン
ナノチューブの水性分散液を調整した。
【０１３９】
　（２）ポリエステル生地へのカーボンナノチューブの付着処理：
　前記（１）で得られたカーボンナノチューブの水性分散液中に、市販のポリエステル織
布（財団法人日本規格協会製「ポリエステル」、タフタ、目付＝５８ｇ／ｍ2）を浸漬さ
せる際、導入ガイド及び引き上げガイドに、３００Ｈｚの振動を与えて浸漬し、ニップロ
ーラーで絞り、テンターで広げて１８０℃で２分間乾燥した。この操作を、合計で３回繰
り返して、カーボンナノチューブが付着した織布を得た。
【０１４０】
　（３）前記（２）で得られた織布におけるカーボンナノチューブの付着量、繊維表面に
おけるカーボンナノチューブの付着厚みを前記方法で測定したところ、付着量は織布１ｇ
当たり０．０５ｇ、および織布１ｍ2当たり２．９ｇであった。
【０１４１】
　また、前記（２）で得られた織布の表面遺漏電気抵抗値は、洗濯前が１．３×１０2Ω
／ｃｍで、洗濯２０回後（各洗濯をＪＩＳ　Ｌ　０２１７の１０３法に従って実施）では
１．２×１０3Ω／ｃｍであった。
【０１４２】
　また、前記（２）で得られた織布の洗濯堅牢度は、変退色４－５級、汚染５級と良好で
あった。この生地と、電磁波反射性能を有するが電磁波吸収性能を全く有していない金属
蒸着布とを組み合わせた構造体の電磁波吸収性能は１０ＧＨｚにて２５ｄＢと良好な値を
示した。
【０１４３】
　さらに、光学顕微鏡観察により、この生地の表面は実質的にカーボンナノチューブで黒
く覆われており、表面被覆率は１００％であった。
【０１４４】
　《実施例５》
　（１）カーボンナノチューブの水性分散液の調製：実施例１の（１）と同様にカーボン
ナノチューブの水性分散液を調整した。
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【０１４５】
　（２）ベクトランへのカーボンナノチューブの付着処理：
　（ｉ）ベクトランＨＴ（（株）クラレ製、１６７０Ｔ／３００ｆ）を用い、前記（１）
で得たカーボンナノチューブの水性分散液を用いて、一般的なサイジング糊付け手法を採
用して前記水性分散液に加工糸を浸す際に、微振動させた糸ガイドを通して、２００Ｈｚ
の微振動を糸に与え、次いで、１７０℃で２分間乾燥し、カーボンナノチューブが付着し
た１７５８ｄｔｅｘのポリエステル加工糸を得た
　（ii）前記（２）で得られたポリエステル加工糸におけるカーボンナノチューブの付着
量を前記方法で測定したところ、付着量はポリエステル加工糸１ｇ当たり０．０１５ｇで
あった。電気抵抗値は１．４×１０4Ω／ｃｍであった。電気抵抗値の対数の標準偏差は
０．７４であった。
【０１４６】
　さらに、光学顕微鏡観察により、この加工糸の表面は実質的にカーボンナノチューブで
黒く覆われており、カーボンナノチューブに覆われていない部分は実質的に見当たらず、
表面被覆率は１００％であった。また、得られた加工糸断面のＳＥＭ観察により、その表
面にはカーボンナノチューブを含む樹脂層の厚みが０．３～３．０μｍのほぼ均一な層を
形成していることが判明した。得られたベクトラン導電性糸は、耐熱性帯電防止フィルタ
ーとして好適に使用できる。
【０１４７】
　《比較例１》
　実施例２において、分散液に加工糸を浸漬する際に振動を与えないほかは、実施例２と
同様にして、カーボンナノチューブが付着したポリエステル加工糸を得た。得られたポリ
エステル加工糸の電気抵抗値は１０4～１０10Ω／ｃｍの範囲でばらついており、電気抵
抗値の対数の標準偏差は１．９であった。さらに、光学顕微鏡観察により、この加工糸の
内部には部分的にカーボンナノチューブで覆われていない白色から灰色の部分があり、表
面被覆率は４５％であった。
【図面の簡単な説明】
【０１４８】
【図１】図１は、実施例１で得られた導電性繊維断面の走査型電子顕微鏡写真である。
【図２】図２は、実施例２で得られた導電性繊維断面の走査型電子顕微鏡写真である。
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